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当社が導入している信託型ストックオプションに関する対応について 

 

 

 当社が導入している信託型ストックオプションについて、以下の通りお知らせいたします。 

 

５月 29 日、国税庁と経済産業省により、新型の株式報酬「信託型ストックオプション（以下、「信託型 SO」）

への課税に関する説明会が開催されました。国税庁は、会社側が付与した権利を従業員が行使して株式を取得

した時点で実質的な給与にみなされるとの見解を公表し、行使済みの従業員に対しても、会社側が遡及して源

泉徴収を求める必要があると示しました。当社は既に信託型 SO を従業員に付与済であり、一部の従業員なら

びに退職済の元従業員が権利を行使して株式を取得していることから、当社の税務および財務に影響が発生す

る可能性があります。 

 

各種報道等で信託型 SO を導入している企業への財務影響を推測する記事が散見されますが、今回の国税庁

の見解を受けた当社としての対応や、財務・会計処理の方針は検討中であり、財務上の影響は精査中です。現

在社内および外部専門家等との協議を進めており、影響内容および金額を精査する中で開示すべき事実が発生

した場合には速やかに公表いたします。 

 

なお、財務上の影響については未確定ですが、一過性の事象として捉えており、当社の本質的な事業内容

および事業成長に影響を与えるものではございません。 

 

 

（ご参考）信託型 SOの行使状況 

(1) 発行済の信託型 SOの個数 1,444個 

(2) 役職員に交付済の信託型 SOの個数 1,083個 

(3) 2023年 5月末時点で権利行使済の信託型 SOの個数 616個 

(4) 権利行使済の信託型 SOにより発行された株式数 431,200株 

(5) 2023年 5月末時点の発行済株式総数 13,242,900株 

（注）当社の信託型 SO は、当社の代表取締役社長である加藤聡志が、当社の現在および将来の当社及び当

社の子会社・関連会社の取締役及び従業員並びに顧問及び業務委託先等の社外協力者に対するインセンティブ

プランを企図し、会社法に基づき 2019 年２月 20 日に第１回新株予約権（2019 年２月 18 日開催臨時株主総会

決議）として発行されたものです。詳細は、2022年９月 29日に開示した 2022年６月期 有価証券報告書 

の「（２）【新株予約権等の状況】、①【ストックオプション制度の内容】」をご覧ください。 
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